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研究成果の概要（和文）：本研究では、風評被害に関する新たな視点として「当初に誤解や偏見がなくても風評
被害は発生しうる可能性」を検証するために、現地での聞き取り調査、経済実験、POSデータ分析などを実施し
た。特に、2010年から2021年までの店舗レベルの米のPOSデータを分析することで、原発事故により福島県産米
の売り上げが平均76.8％減少しており、その影響は2021年まで続いていることがわかった。また、店舗の品揃え
の影響よりも、消費者の選好の影響のほうが大きいことが示唆された。さらに、全量全袋検査からサンプル検査
に変更したことによる負の影響もみられたが、検査の変更によるコスト削減の効果の方が大きいと思われる。

研究成果の概要（英文）：This study proposes a new framework to analyze the demand for stigmatized 
food in which people may avoid such food without stigma, while previous studies tend to emphasize 
the role of people’s misunderstanding and prejudice. For this purpose, we conducted a filed survey,
 economics experiments, and POS data analysis. In particular, using supermarket-level POS data about
 rice from 2010 to 2021, we find that the negative impact of the nuclear disaster on the sales of 
Fukushima’s rice is -76.8% and has not improved even in 2021. The most part of the negative 
influence is attributable to consumers’ preferences rather than the availability of Fukushima’s 
rice at supermarkets. Moreover, changing the all-package inspection to a sampling inspection has 
relatively small impact on the sales of Fukushima’s rice, and the benefit of reducing the 
inspection costs would be larger. 

研究分野： 農業経済学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでの風評被害に関する研究では「消費者の誤解や偏見」および「それらを助長するような環境」（報道、
流通業者、政府の信頼性など）が強調されてきた。そして、従来の経済学的枠組みに基づくと、情報提供によっ
て「消費者の誤解や偏見」を修正すれば消費者の行動が変わると予想される。しかし、このような枠組みだけで
は福島県産農産物の風評被害を十分に説明できないことがわかっている。そこで、本研究の新たな枠組みで分析
した結果、消費者の選好が風評被害の主な原因ではあるが、情報提供だけでは状況は改善しておらず、別の対策
の必要性が示唆された。一方で、米の放射性物質検査のサンプル検査への変更によるメリットが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

研究開始当初の 2019 年時点では、福島県産農産物への風評被害対策として、「米の放射性物質に関す

る全量全袋検査」が実施されていた。しかし、全量全袋検査の必要性に関して、その費用に見合うほどの効果

があるのか疑問が出始めていた。というのも、たとえ約 60 億円かけて年間生産される約 1000 万袋（1 袋 30

㎏）全てを検査しても、単価の高い家庭向けとして売れるのは約 3 割にとどまり、約 7 割は県外へ業務用とし

て安く売られているからだ。また、2015 年以降、福島県内で作られた米で国の安全基準（1 キロあたり 100 ベ

クレル）を超えるものは出ておらず、改善の余地も小さいからである（「ふくしまの恵み安全対策協議会」参

照）。研究代表者である下川が 2018 年 9 月に福島県で実施した聞き取り調査でも、浪江町など原発事故の影響

が大きい地域では全袋検査の必要性に疑問は出なかったが、他の地域（中通りと会津）を含めた県レベルでは

疑問が出ていた。結局、2021 年 4 月より、全量全袋検査が廃止され、サンプル検査に変更されている。 

このような風評対策の実効性を検証するために、本研究では風評被害が発生するメカニズムについ

て検証した。風評被害が発生する原因はさまざまだが、先行研究では「消費者の誤解や偏見」および「それら

を助長するような環境」（報道、流通業者、政府の信頼性など）が強調されてきた。そして、従来の経済学的枠

組みに基づくと、情報提供によって「消費者の誤解や偏見」を修正すれば消費者の行動が変わると予想される。

しかし、このような枠組みだけでは福島県産農産物の風評被害を十分に説明できないことがわかってきている。

本研究で特に注目したのは、「消費者の誤解や偏見」がなくても風評被害が発生する場合である。この場合、

情報提供だけでは風評被害を十分に防ぐことはできず、従来とは別の対策が必要となるからである。 

 
 
２．研究の目的 

本研究では、風評被害に関する新たな視点として「当初に誤解や偏見がなくても風評被害は発生しうる
可能性」を実証的に検証するため、福島県産の米に注目する。具体的には、限定合理性と帰納的ゲーム理論か
ら得られる知見を元に、人の「認識の慣性」と「事後的合理化」に注目する。原発事故から 10 年以上、たと
え当初は福島県産に対する誤解や偏見がなかった人でも、「時間の経過とともに風評被害を引き起こす可能性」
や「周囲に流されてとった行動から、事後的に福島県産への偏見をもつ可能性」を検証する。このような可能
性を考慮に入れた上で、最適な風評対策について考察し、政策的示唆を導き出す。 

より具体的には、限定合理性および帰納的ゲーム理論の枠組み（Kaneko & Matsui, 1999）を風評被害

の問題に応用し、実証的に検証する。これまでの風評被害の枠組みとの重要な違いは、たとえ事故当時に誤解

や偏見がなかった人でも、「時間の経過とともに風評被害を引き起こす可能性（図１a）」や「まわりの環境に

流されてとった行動から、事後的に福島県産への偏見をもつ可能性（図１b）」などを説明できる点である。 

 

図１ 「認識の慣性」および「事後的合理化」の風評被害への応用 

a. 認識の慣性 b. 事後的合理化 

 
 

 

 
３．研究の方法 

実証分析では、小売店と消費者の限定検討モデル（Limited Consideration Model (e.g., Abaluck & Adams, 

2021; Barseghyan et al., 2021; Barahona et al., 2023)）を用いる。データは、KSP-SP社が提供してい

る、2010年―2015年、2020年、2021年の、全国の政令指定都市のある17都道府県における532店舗での米の

POSデータを利用した。JANコードごとに、米の産地、品種、パッケージサイズ、販売売上と個数などのデー

タを整理し、店舗ごとに所在県の基本データと統合した。のべ合計で、1589店舗における23402商品のデータ
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を分析した。表1に記述統計をまとめている。原発事故前として2010年を、他の年と分けて示している。 

 

表1 分析サンプルの記述統計 

 

 

 まず、原発事故による福島県産米の需要への影響を推計するために、差分の差分法と固定効果モデ

ルを組み合わせて、以下の式を推定する。 

   （１） 

𝑞𝑗𝑠𝑡と𝑝𝑗𝑠𝑡はt年の店舗ｓにおける商品ｊの売り上げと価格、Fukushimaは福島県産米を示す0－1変数、

post2011は2011年以降を示す0－1変数、𝛿𝑗𝑠と𝛿𝑡は店舗-商品レベルおよび年レベルの固定効果、휀𝑗𝑠𝑡はエラー

項になる。 

 加えて、原発事故による福島県産米の需要への影響を、各年の変化に分けて推計するために、以下

のイベント・スタディ・モデルを推定する。 

  （２） 

1{k=t}は年tを示す0－1変数である。 
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 最後に、消費者（需要）と小売店舗（供給）の意思決定モデルとして、小売店舗の品揃えが消費者

の購入を検討するセットを限定することで消費者の需要に影響し、小売店舗の供給は消費者需要の予想に依

存すると仮定する。このモデルに基づき、Nested Logit Modelと操作変数法を使い、「店舗の品揃えが需要に

与える影響」および「消費者の選好が需要に与える影響」を分けて推定する。 

 

 
４．研究成果 

式（１）の推定結果を表２にまとめている。列（１）は全ての店舗のデータを使った結果、列（２）

は福島県産米を取り扱っている店舗のみのデータを使った結果である。これら結果より、原発事故が福島県産

米の売り上げに与えた影響は、全体の平均で 76.7％減、福島県産米を取り扱っている店舗の平均で 73.6%減だ

った。これら結果より、店舗が福島県産米を取り扱っていても負の影響がほとんど改善しておらず、「店舗の

品揃えが需要に与える影響」よりも、「消費者の選好が需要に与える影響」のほうが大きいことが示唆された。 

 

表２ 原発事故が福島県産米とブレンド米の売り上げに与えた影響 

 
 

加えて、列（３）では、原発事故がブレンド米の売り上げに与えた影響を示している。生産県を明記

していないブレンド米には福島県産米が含まれている可能性があり、そのような可能性に消費者がどのように

反応したかを検証するためである。その結果、原発事故がブレンド米の売り上げに与えた影響は 39.7％減だっ

た。このことは、福島県産米だけでなく、福島県産米が使われていないブレンド米に対しても負のスピルオー

バー効果があったことを示唆している。 

 次に、図 1 と２は、式（２）の推定結果より、原発事故が福島県産米とブレンド米の売り上げへの影

響（パネル A）および福島県産米の小売価格と卸価格への影響（パネル B）の推移を示している。パネル A よ

り、福島県産米では、売り上げへの影響は 10 年後の 2021 年でも回復しておらず、むしろ徐々に悪化している。

また、ブレンド米の売り上げへの影響は、2015 年を底に回復傾向にあるものの、2021 年になってもいまだに

大きな負の影響が残っている。 

パネル B より、福島県産米の小売価格への影響は 2015 年から 2020 年にかけて回復したものの、2021

年にやや悪化している。一方、福島県産米の卸売価格への影響は、2014 年から 2017 年にかけて回復したもの

の、それ以降悪化している。とくに 2020 年以降の悪化は、2021 年から全量全袋検査をサンプル検査に変更し

た影響かもしれないが、その影響は比較的小さく、検査方式の変更によるコスト削減の効果の方が大きいと思

われる。 
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図 1 原発事故が福島県産米とブレンド米の売り上げに与えた影響の推移、2010 年-2021 年 

A.売り上げへの影響 

 
B.価格への影響 

 
 

 最後に、消費者（需要）と小売店舗（供給）の意思決定モデルに基づいた米の需要モデルの推計結果

は表 3の通りである。このモデルに基づいて、原発事故の売り上げへの影響を推計すると、 福島県産米は 76.7%

減、ブレンド米は 39.7%減の影響があった。このモデルをさらに改善し、すべての店舗で福島県産米を取りそ

ろえた場合の需要予測などを実施したうえで、国際誌に論文を投稿する予定である。 

 

表 3 米の需要関数の推計結果 
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